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●済美南地区防災防犯協議会（奈良市）

～「住民自身が作る地域安全」を目指して～

「自分の命は自分で守る」先の震災から災害時の生死は普段の「用心」「備え」によっ

て左右されることが大きいことがわかってきた。当地区では住民の防災意識の高揚が途切

れることのないよう、年間行事に配置気配りをしている。

また、住民の知識の向上に努め、地区住民の同志の親交を目的とする行事への共催、協

力に努めている。特に女性防災の活動を重視して指導し、施設見学会は「人と防災未来セ

ンター」「美浜原発」「泉南ガス製造所」「浄水場」「布目ダム」等毎年実施し、他に「暮

らしと安全を」をテーマに「ガス器具の使い方」「正しい電気器具の取扱方」等、クラブ

員の交流目的のパン作り講習、絵手紙教室、独居高齢者訪問等は現在も継続して実施して

いる。

○普通救命講習会

第１回～３回までは奈良市防災センターで実施し、待望の公民館分館竣工を持って

以後、公民館分館で実施している。会場の関係等で、受講者は各自治会２名程度を限

定に実施し、確実なマスターを目指し再受講を推進し、確かな技能習得者の増進に努

めている。

○防犯教室

地域の安全活動の内、各回ごとにテーマを設定し、「薬物」「ピッキング」「ひった

くり」等、身近な問題をテーマに必ず地域担当の「交番の状況報告」を話題に Q&Ａ
を行う。

○地区内夜間巡視

地区内の春日中学校区少年指導委員２名、小中学校関係者５名、地区防災防犯委員

２１名、役員４名の輪番により３～４名のチームを作り、夜間巡視及びショッピング

センター内巡視を夏、冬期に１０回行っている。夜間巡視で街灯の点検、燃やせるゴ

ミの前夜出し、禁止の監視（放火阻止対策）拍子木での「火の用心」を実施に加え、

地区内の細い路地での夜間訓練を兼ねて実施している。

○広報活動

これまで広報誌である「済南防災防犯だより」を２１号発行し、３回までは回覧形

式で、以後地区加盟者に全戸配布（１７００部発行・Ｂ４サイズ）している。また、

女性防災クラブが中心となって済美南地区防災防犯協議会の機関紙（年２回）を発行

している。
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○地区各自治会所有消火器と消防施設、自主点検依頼活動

「防災の日」の前に各自治会へ「点検簿」「消火器目視点検の仕方」を配布し、記

帳の上、自己管理の実施と自治会内の消防施設付近や緊急車両走行妨害行為への迷惑

行為通告の実施と悪質者は管轄機関への通報等を行っている。

○地区防災訓練

毎年１回開催（計１５回開催）。当初、１７０～１９０名が女性防災クラブを設立

し、共催で毎年２００～２５０名が参加し平成１７年度は２５８名が参加。ただし、

毎年参加者は各自治会戸数の１０％を上限として実施している。平成１７年１１月実

施の総合訓練は消防署指導で行ったが、設立当初から独自で企画し実施してきました。

・初期消火訓練

消火器による消火を多くの住民に体験

してもらうために各自治会からの持ち込

み、消防署よりの提供を受け、使用消火

器は毎回３０本を越え、持ち込みの一部

や消防署提供分を未使用で返却すること

もあるが、１５年間で使用した消火器

は５００本を越える。

また、２ヵ所に廃材を積み上げて実際

に火をつけ、バケツリレーでの消火訓練を女性防災クラブ員と一般住民が体験した

り、買い物袋で水を汲み「的」に向かって当てるなどの工夫をしている。

・応急措置、心肺蘇生

講習会の復習の場として２～３名の受

講者が行う。また「三角巾の使い方」で

は止血、ギブス等の指導を行った。

・放水訓練

消防団が行う放水訓練で、非常時には

消防団の補助員として活動を目的に、平

成１２年から毎回４～６名が指導を受け

ている。
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・炊き出し訓練

主に「豚汁」と「おにぎり」を作る。

３００食分を予定し、参加者の中には２

杯を食す方もいる。

・防水訓練

土嚢作り、土嚢積み、杭打ちは２～３

種を水量によって使い分ける等を指導。

・消火、鎮火実験

これまでに話題になった時期を捕らえ、天ぷら鍋で

①不燃布での消火

②濡れ布巾での消火と再発火の実験

③刻み野菜での鎮火

④マヨネーズ（未使用）での鎮火と使用途中で空気の入った容器の破裂

⑤化繊布と防炎布との比較燃焼（「安心」へのレベル違いが明白）

思い当たるものを列記し、まとまりがありませんが工夫が功を奏したのか年々参加者が

増加し、特に参加届を出していない方の参加が多くなり、数値に上げられないことに苦悩

している。今後の問題点は、後継者の育成で、指導者（リーダー）養成教育システムがで

き引継ぎがかなった時、創設役員に安らぎが与えられるのではないでしょうか。
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●朱雀地区自主防災組織（奈良市）

～朱雀地区自主防災活動概要と実績について～

１．組織の設立

平成７年の阪神淡路大震災を教訓に平成８年６月１５日に朱雀地区自主防災組織を発

足いたしました。

２．目的

朱雀地区自主防災組織は、この地域で大きな災害が起きても地域住民が一致協力し冷

静な判断と行動力を身につけて頂き災害による被害を少なくし、また地域住民の安全を

確保するための組織です。

３．活動実績 集団避難訓練と確認報告訓練

今年も、第十回目の朱雀地区自主防災訓練を

平成１７年１１月２７日に実施いたしました。

実施内容は、下記の訓練項目をもとに毎年内容

を変えながら北消防署・防災課の指導を仰ぎ実

施いたしました。今年も訓練参加者２５０名以

上の参加を得ました。

訓練項目 集団避難訓練と確認報告訓練・応

急救護所設営訓練・応急処置訓練・救急処置訓 毛布で応急担架の組み立て訓練

練・負傷者の救出搬出訓練・炊き出し訓練・消

火訓練・防災用品の展示等

４．訓練での成功例（参加人員の減少対策）

阪神淡路大震災以降、毎年防災訓練を実施し

ておりますが、震災から５年の日時が経過する

と記憶と体感度が薄れ訓練に参加する人員も減

少し危機感を受けた。平成１３年（第６回目）

の訓練には北消防署にお願いし訓練項目の中に ＡＥＤ使用の講習会と実技訓練

体験コーナー（起震車・はしご車を導入）を取

り入れ実施したところ親子で多数の参加があり

成功した。その後、子供たちも参加できる項目

（子供だけの飯盒炊飯の実施）を随時取り入れ

訓練を実施しております。
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５．組織活動で困難なこと

朱雀地区の特状として、東西に起伏した土地で１９７６年から入居開始、面積約１０

８ ha 世帯数２，６００世帯を有する地域です。この地域も少子高齢化へと進んでいる
ところです。毎年実施する防災訓練（日曜日に実施）には若年層の参加もありますが、

日曜日以外は地区内の在宅者は高齢者が多く組織として活動を行うときには体力的にも

限界があり二次的災害が心配される。
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自防No.06 2005.11.19

第十回朱雀地区自主防災訓練　　プログラム進行表

＊ 訓練種目 訓練概要 該当する参加者

1 広報訓練 訓練概要実施の地域広報 9:00 ～ 9:20 女性防災クラブ、消防署広報車

2 集団避難訓練 各自治会単位で集団避難する訓練 ～ 10:00 全自治会参加者

防災用品展示 防災用品の展示・説明 10:00 ～ 11:30 全自治会参加者

3 訓練参加者集合 各自治会ごとに避難者の受付 10:00 ～ 10:10 全自治会参加者

4 被害状況報告 10:10 ～ 10:13 防災担当責任者→連合会長

5 訓練開始宣言 10:13 ～ 連合会長

6 3 炊き出し訓練 災害時における食事供給 10:15 ～ 11:30 女性防災クラブ員他

7 消防署よりのお知らせ 家庭用火災警報機に関する内容 10:15 ～ 10:25 全自治会参加者

8 1 テント設営訓練 テント設営（救護・本部用１張） 10:25 ～ 10:40 応急救護所設置訓練参加者

9 Ａ．負傷者救助訓練
組立て担架や応急担架で負傷者を救急
講習場所から救護所まで搬送

橋本・南口司
令補

10 Ｂ．救急処置訓練１ 三角巾使用法の訓練 武村司令補

11 Ｃ．救急処置訓練２ 心肺蘇生法（ＡＥＤの操作を含む） 石津司長

12 4 消火訓練 バケツリレーによる消火訓練 11:10 ～ 11:25 消火訓練参加者他

13 訓練終了 11:25 ～

14 訓練講評 12:25 ～ 北消防署長

15 訓練終了挨拶 11:28 ～ 連合会会長

16 訓練終了宣言 11:30 ～ 連合会自主防災担当副会長

17 炊き出し献立の試食
炊き出し訓練でつくったおにぎり・豚汁の
試食

11:30 ～ 11:45 参加者全員

18 後片付け 会場をもとの状態に戻す 11:45 ～ 連合会役員・理事、その他有志

＊　訓練参加者名簿記載の訓練番号 主担当○印：正主担者　　・印副主担者

正主担者は担当種目の統括をし、担当種目終了の報告を本部長に行う

実施時間帯（予定）

救急処置訓練参加者他2

主担当

○牧田（文）・女性防災

各自治会長

奈良市企画部防災課

○今林・藤岡・野々村

○奥谷・丸山

○奥谷　

10:40 11:10

消防署（嶋田司令）

○小林・長濱・吉岡

○濱田・伊達野・大出

○松井
・佐々木
・松島
・社協

消
防
署

○丸山・濱田・今林・岸田

～

改訂版

日時：2005年（平成17年）11月27日（日）午前10時～12時　　　会場：カトリック野外礼拝センター

○奥谷

○丸山

○岸田・島野



●右京地区防災会（奈良市）

～右京地区防災会の活動について～

右京防災会の基本的な考え方は地域住民の安全と安寧を災害発生時はもとよりつね日頃

も守ることにありますが、年間活動の中心を年一度の防災訓練に置いております。防災訓

練の内容は特に他地域の防災訓練と異なるところはありません。

地域の防災訓練は平成８年より自治会が中心となり実施しております。平成１３年に自

治会が中心になり女性防災クラブを立上げ、翌１４年に女性防災クラブの男性版として右

京地区防災隊とその両組織を統括する右京地区防災会を創立いたしましたので、防災訓練

も平成１４年度からは防災会が中心となり実施しております。

地域の組織としての防災会、実働としての防災訓練の最大の問題点はなかなか地域全体

のものとならないことにあります。たとえば例年防災訓練の会場に足を運ぶのは地域住民

約６０００人のうち約５％の３００人程度です。いかに参加者を集めるかが訓練の最大課

題と言っても過言ではなく興味の持ってもらえそうな訓練を毎年、北消防署や市防災課の

援助を得て企画しておりますが、その対策の一環として平成１３年度の防災訓練より安否

確認訓練を取り入れました。

防災訓練予定日の約２週間前に自治連合会たよりを発行、全戸配布し本年の想定災害の

内容、防災訓練の内容などを周知し、同時にできるだけ多くの住民に訓練会場である小学

校の校庭に足を運ぶように呼びかけをいたします。更に当日朝広報車を出し参加を促しま

す。更に、校庭に足を運ばなくても訓練に参加するという意思表示を兼ねて、今回の想定

災害にその家庭が安全であったとの表示をするために戸口に白布を出していただくように

致しました。この白布を出している家庭の数を各班の班長がカウントし訓練会場で自治会

毎に集計、責任者に報告します。この数をもって安全確認ができた数、つまり訓練会場に

足を運ばなかったけれど訓練に参加する意思表示のあった家庭数としております。

この数を例示しますと

年度 Ａ自治会 Ｂ自治会 Ｃ自治会 Ｄ自治会 地域全体

平成１７年 ４６％ ６０％ ７１％ ６２％ ５４％

平成１６年 ４３％ ７６％ ６８％ ４９％ ５１％

（自治会ごとの母数が異なりますので全体は平均値にはなりません）

半数以上の家庭が訓練参加の意思を表示しておりますがこの数を多いと見るか少ないと

見るか意見の分かれるところですが、全体で８０％くらいまでもって行きたいと思ってい

ます。

もう一つの問題点は大きく言えば日本の国全体の問題でもある住民の高齢化、防災隊員

の高齢化があります。地域全体の高齢化はやむを得ないことですが防災隊になかなか若い

人の加入がなく自治会などを通じて募集をいたしますが加入いただけないのが現状です。

今回の表彰を機に更に募集を進め、若返りを図りたいと思っています。
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●明治地区自主防災会（奈良市）

～初めての自主防災訓練を終えて～

奈良市明治地区においては、平成１７年１１月１８日に自主防災会（以下「防災会」と

いう。）を設立し、平成１８年２月１９日には午前９時から正午まで奈良市明治小学校運

動場において、総勢６００名の参加を得て、自主防災訓練を行った。

訓練は集団避難・負傷者搬送、心肺蘇生法、

簡易担架作成、消火器の取扱方法、買い物袋に

水を貯めて、投げつける消火方法、消防団や自

警団による一斉放水、豚汁の炊き出しなどの内

容を実施した。主催者としては、今回の防災訓

練は成功裡に終えることができたと考えている

が、昨年２月１日に明治地区社会福祉協議会に

属する各種団体や消防団・自警団を対象にして

自主防災組織の説明会を市防災課にお願いをし

てから、約１年経ってようやく防災訓練までこ

ぎつけたが、そこまでの経緯は簡単ではなかっ

た。自主防災組織設立に向け、明治地区自治連

合会が主体となって調整を進め、当初、防災会

と各単位自治会の自主防災組織となる自主防災

部（以下「防災部」という。）を同時に発足さ

せる計画であり、各自治会には防災部を立ち上

げた自治会は、自治連合会に加入する１５自治

会のうち約半分程度であった。全ての自治会の

防災部の立ち上げを待っていては、到底自治連

合会での防災会は設立できないと考え、その結

果、先に自治連合会で防災会を設立することになった。

防災会を設立するうえでは、次の２点を工夫した。

①防災会と防災部とは、対等の協力関係にあるとし、単位自治会の範囲を超えて行う

必要があるものについては、防災会が担当するものとした。基本的には、各防災部に

おいて自立運営してもらうことにした。

②防災会の組織編成で留意したことは、自治連合会の役員を防災会の正・副会長に指

定し、指示系統を明確にした。また、実際の災害発生時には、命令系統が奈良市に属

する市消防団明治分団は、正副分団長を防災委員として、いわゆるアドバイザー的な

役割を持ち、防災訓練などでは、指導する役割を持ってもらうことにした。

これらにより、突然の災害発生においても、役割分担・責任の所在が明確になり、混乱

を避けることができると考えている。
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さて、防災会設立３ヶ月後、その間他の行事がある中、短い期間で準備を行い、防災訓

練を実施した訳であるが、参加者数については、当初の計画では、防災会班員２００名、

住民２００名、子ども１００名など計約５００名の参加を予定していた。地区内で防災会

設立があまり周知されておらず、十分な参加が得られるか不安であったが、事前に各自治

会から訓練参加者の報告を義務付け、人員確保を図った効果もあって、参加者数において

は満足できる結果となった。

反省材料もあった。総合訓練を行ったので、実施するメニューも多く、時間的制約が大

きかった。また、初めての訓練だったので仕方がないが、市消防職員の説明を聞くことや

他の人が行う訓練の様子を見学することは重要であるが、今後においては、住民が十分に

参加できる訓練を行う必要がある。たとえば、集団避難訓練についても、今回運動場内を

避難経路と仮定したが、次回は、各単位自治会において、その地区の一時避難所に集合し、

その後明治小学校まで集団避難する必要があると考えている。また、心肺蘇生は、少し複

雑で時間もかかることから、まず防災会の担当班の班員が技術を習得できる部分訓練も行

う必要がある。このことは、給水・給食班の炊き出しにおいて、事前の準備から調理・配

布まで滞りなく実施できたのは、担当した女性防災クラブがふだんから単体での訓練を実

施してきた成果の現れであることを考えればよく理解できる。

今回の訓練は、市消防局の支援・指導のもと無事終えることが出来たことにとても感謝

している。しかし、実際の災害に直面すれば、住民だけでその局面に対応しなければなら

ないことを考えれば、訓練においても自分たちで考え、自分たちで行うことがより重要で

ある。今後，防災会の運営においては、広報誌の発行、防災講演や防災訓練を計画・実施

し、住民の突然の災害に対する危機意識を高揚させ、災害に強いまちづくりを目指してい

きたいと考えている。
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●ネオシティ大和高田自主防災組織（大和高田市）

～ネオシティ大和高田自主防災組織の活動概要等について～

１ 活動の概要

大和高田市「ネオシティ大和高田」は、５階建て３棟からなる集合マンションで、約

５００世帯の住民が居住している。

平成７年の阪神・淡路大震災後、自主防災組織結成の機運が高まり、平成１０年に居

住者の承認を得て自治会・管理組合が中心となって平成１１年に自主防災組織が結成、

その後より防災組織が中心となって、マンション住民に対する防災意識の向上を図るた

めの防災訓練や普通救命講習会、避難場所まで安全確認を兼ねた図上訓練等を実施して

いる。

２ 活動の内容

（１） 自主防災組織の結成

自治会長を組織の代表に定め、自治会役員・管理組合役員が中心となり、小中

各ＰＴＡ・子供会役員も組織の一端を担うマンション全体の自主防災組織を編成

している。

（２） 防災意識の高揚対策 防災訓練

① 自主防災に対する冊子や掲示物の作成

② 住民参加型の普通救命講習会の実施

③ 住民参加型の防災訓練・ＤＩＧ（図上

訓練）の開催

④ 防災に備えたマンション内の駐車取締

りの徹底

⑤ 防火防犯を目的としたマンション内、

夜間パトロールの実施

（３） 防災コミュニティー作り

① マンション内の消火器の配置による初

期消火の徹底と迅速化

② 防災組織の規約及び班編成と組織作り

③ 防災計画の立案

④ 定期自主防災会議の開催 図上訓練
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（４） 防災行動力の向上策

① 大和高田市の防災訓練への積極的な参

加

② 防災訓練時の体験型の消火訓練・避難

訓練・給食給水訓練の実施による行動

力強化

③ 普通救命講習会におけるライセンスの 防災倉庫

取得

（５） 防災資機材の整備

① 防災倉庫の設置

② 救助・救急用品

発電機・照明器具・バール・担架・

車椅子・包帯・三角巾等

③ 給食・給水用品 救助・救急用具

防災用大鍋・ガスコンロ・等

④ その他の用品

避難用シート・テント等

３ 活動における苦労・課題

（１） 住民の中には、いまだに防災意識の希薄

な住民もおり、訓練の参加の呼びかけに対しても不参加の住民がある。

（２） 訓練の実施に際して、マンション内での活動という状況のため場所の確保が困

難であるが、住民の理解を得て現在マンション内駐車場を利用している。

（３） 防災訓練における各班の訓練内容の充実および組織内の連絡体制の充実

４ 今後の予定

マンション住民１人１人の安全の確保という目標を掲げ、組織結成以来、毎年防災訓

練や消火訓練を高田消防署と連携して実施している。

更に、住民の防災意識を高め多数の人が参加できるような組織を目指したい。
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●今井町防災会（橿原市）

～今井町防災会の活動概要等について～

１ 結成の経緯

今井町は我が国有数の歴史的町並みが残っているため、平成 5年には重要伝統的建造
物群保存地区の選定を受けた。平成７年の阪神淡路大震災を教訓とすると共に、貴重な文

化遺産を受け継いでいる町であることを充分自覚認識し、今井地区自治会、今井町町並み

保存会、婦人会等の各種団体で種々協議すると共に橿原消防署の指導・アドバイスを受け

平成７年１２月９日に橿原市で最初の自主防災組織として発足した。

２ 組織体制

今井町防災会は今井町１丁目～４丁目内にある１７の町とマンション１棟の８５０の世

帯及び２５００人で構成され、それらを６ブロック分区している。

本部役員には会長、副会長４名、事務局長、会計、監査役、各ブロック長、顧問、相談

役を選出し、各ﾌﾞﾛｯｸの役員はブロック長、副ブロック長、連絡責任者を各ブロックで選

出している。防災委員は約１０世帯から１名の割で各ブロック･各町毎に選出し、現在女

性２２名を含む１０７名である。

３ 財 政

橿原市自主防災組織補助金交付要綱に基づく年間１８０，０００円（限度額）の補助金

と 平成１６年度からは今井町全世帯から年間３００円を徴収している。

４ 活動内容

（１）いまい防災フェステイバルの実施

今井町の住民交流、伝統的な催しとして５月には

今井町町並み保存会主催の「町並み散歩」及び１０月

には春日神社の秋祭りがある。そのため１～３月の

文化財防火デーや火災予防週間の期間に「いまい防

災フェステイバル」を平成１４年から毎年実施して

いる。

内容は、防災訓練として防災訓練の競技、消火器

操作訓練、心肺蘇生訓練、避難訓練等を行い、起震

車による震度体験なども行っている。また、小学生
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に防災・ 防犯の啓発ポスターや標語を募集し、地域

の人々に子供たちと一緒に防災の認識を深めてもら

った。さらに昨年は阪神・淡路大震災の体験談の講演

会も同時に開催した。

住民交流としては、炊き出しの訓練を兼ねた豚汁、

餅つき、おにぎり等を婦人会等の団体により毎回行っ

ている。参加者は約３００人程度である。

（２）その他の活動

日常的には家庭における「火の用心」の徹底を重視し適宜次の活動を行っている。

①街頭消火器の点検

保存地区内には約１５０基の木製収納箱付き消火器を設置しており、それ以外の

地域の消火器も含め点検を実施している。

②今井町総合防災計画に基づき設置された 2箇 防火水槽の点検

所の防災小屋に収納されている可搬式ポンプ

の操作訓練や防災備品の点検

③街角防災訓練や年末パトロールの実施

天ぷら油など家庭における防災訓練を街角で

実施したり、年末（１２月２８～３０日）に は

夜間のパトロールを毎年実施している。

④近隣地区の防災活動や防災学習施設の視察研修及び他府県からの防災団体の視察

についても積極的に受け入れ、相互の意見交換等の交流を図っている。

５ 今後の課題

今井町は江戸時代から防火に対する掟が厳しく定められいたことから､その歴史と伝統

を引き継いで、大切な建造物や住民の貴重な生命財産を災害から守るため、地域の人たち

による防災意識の高揚を推進すると共に、今後は周辺地域の防災団体との交流を一層深め

て相互の協働活動を進めて行く必要がある。
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●朝倉台自主防災会（桜井市）

～朝倉台自主防災会の活動概要等について～

１ 活動の経緯

朝倉台住宅地は、昭和５２年に開発された全戸１戸建て住宅で、現在の戸数は１，０７０

戸、人口約３，２００人が居住している。住みよい地域にするために、１５町会長から構成

する朝倉台自治会役員会がある。下部組織にいくつかの専門委員会があるが、防災を担当す

る部門は作っていなかった。

平成７年１月の阪神・淡路大震災は住民に大きな衝撃を与え、自治会としても防災対策を

練ることとし、防犯防火委員会が中心となって、平成７年１２月に「朝倉台地域防災計画」

を策定した。引き継いだ平成８年度の自治会役員会は、本計画を具体的に実践し、成果を積

み上げていくことは、１年しか任期のない自治会役員では無理があると考えた。そのため、

「防災のために年度を超えて継続的に活動し、ノウハウを蓄積していけるボランティア精神

のある人」が別にいるべきだとし、朝倉台自主防災会の設立を住民に提案することにした。

２ 活動内容

（１） 「自主防災会」の設立

平成９年３月の自治会総会に諮り、地域防災のボランティア団体として、その設立

が承認された。設立準備会が結成され、会員募集や会則の検討を経て、平成９年８月、

朝倉台自主防災会設立総会を行った。設立にあたっては、桜井市消防本部の懇切な助

言と自治会の承認が何より力強い支援であった。

（２） 防災意識の高揚

① 自主防災会広報紙「あさくら」による啓発（年４回発行 現在通算３２号）

② 歳末巡回キャンペーン（毎年１２月）

③ 夏祭りにおける子ども向け防災イベント（毎年８月 バケツリレー、大声コンテ

ストなど）

（３） 防災行動力の向上

① 県防災総合訓練の見学、市総合

防災訓練への参加

② 救助備品使用訓練（小型ポンプ

車、チェーンソー、発電機、担

架搬送）

③ 救命救急講習会（毎年１回 集

会所で開催）
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（４） 避難訓練

全住民を対象に平成１３年１月から

毎年１回実施。自治会長が災害対策本

部長となり、各町会役員、自主防災会

員が誘導、安否集約などを担当してい

る。市消防署や地元消防団、警察署な

どの関係機関の協力と見守りの中、住

民は各町会ごとに定められた第１次避

難場所に集合している。気象警報が出

ない限り、風雪雨の中でも決行するこ

とにしている。

平成１８年１月の第５回避難訓練の

参加総人数（関係機関、近隣自主防災

会関係者を含む）は８３１名、参加家

庭数は全家庭数の４９．８％であった。

（５） 防災備品の整備

① 防災倉庫の設置（ポンプ車倉庫１棟 備品倉庫２棟 延べ ２４．８㎡）

② 街角消火器の点検（住宅地内に４５か所）

③ 救助備品起動点検（月１回）

④ 給食用品、救助備品の計画的な充実

（６） 家族数調査と災害弱者支援希望調査

避難時における安否確認のため、町会長が各家庭の同居家族数の把握を行い、安否

確認の際使用することにしている。（年１回、避難訓練前に更新）

また、災害時の避難の際、支援を希望する人の全戸アンケート調査を実施、３２名

の要請をいただいた。これに基づいて、第５回避難訓練では、支援を希望された人の

家に各町会の役員が赴く活動を取り入れた。この調査も年１回行うことが必要だと考

えている。

（７） 「朝倉台安心・安全ネットワーク」の結成

平成１６年に高齢者福祉をテーマとして、地域内の団体が連絡会を開催し、ネット

ワークづくりを開始した。構成者は朝倉台自治会、ボランティア朝倉台（平成１５年

結成。福祉・環境・防犯・文化体育の４グループから成るボランティア団体）、社会

福祉委員、民生児童委員、朝倉台自主防災会である。

平成１７年３月からは、子どもたちや高齢者だけでなく、全住民にとって安全で安

心、生き生きと暮らせる街であることをめざして、防災、防犯、社会福祉等について

広い視野で協議する「朝倉台安心・安全ネットワーク」を設立した。住みよい地域づ

くりをめざすとき、自治会活動と地域ボランティア活動が互いに連携し合い、補完し

合うことが大切である。
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３ 活動における課題

（１） 避難訓練には協力的である住民だが、自分の生命は自分で守るという防災意識はま

だ低く、行政や自主防災会の任務のように思っているふしがある。家屋の安全対策や

非常持ち出し品の準備など、自分でできることは自分でなされるよう啓発が継続的に

必要である。

（２） 避難訓練は過去５回とも１月の日曜日に実施している。次の段階として、いろいろ

な曜日や時間帯で避難訓練を行いたいが、特に平日の昼間は中心になる人員が不足し

ている。会員の拡大に努めたい。

４ 今後の予定

「安心・安全ネットワーク」の基地である集会所にパソコンとインターネット配線が設置

された。住民への広報活動として、構成団体全体のホームページを立ち上げることが計画さ

れている。自主防災会としても、年４回の広報紙発行と併せ、タイムリーな話題をホームペ

ージを通じて提供し、防災についての啓発を行いたい。

また、夏祭りでのイベントや県外バス旅行などを企画して、地域住民同士がコミュニケー

ションを深める機会を作りたい。
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●西松ヶ丘自主防災会（生駒市）

～西松ヶ丘自主防災会の活動概要等について～

西松ヶ丘自主防災会は、平成１３年９月１日に結成され、基礎となる自治会は９１１世

帯、２２２３人で構成されています。

この「西松ヶ丘」は結成以前から消防訓練を実施されており、結成後も自主訓練を含め、

毎年何らかの形で実施されています。特に昨年は、生駒市から支給の資機材をはじめ、自

治会で購入していたテント、発電機、チェーンソー、大釜を使用して、情報伝達から始ま

り避難誘導、布担架による負傷者の搬送、仮設避難所の設置、そして薪による大釜を使っ

ての炊き出し等、大規模な訓練を実施されました。

訓練実施後の感想は、どの訓練も重要であるが、特に、初期活動である情報の伝達、避

難誘導は被害の軽減を図るうえで最も重要であると認識されたものであり、今後も「西松

ヶ丘」地域の実状に応じた訓練を実施していきたいとのことでありました。

－２０－



●東生駒月見町自主防災会（生駒市）

～東生駒月見町自主防災会の活動概要等について～

東生駒月見町自主防災会は東生駒月見町自治会を基礎として平成１３年１２月１５日

に結成され、自治会は４２３世帯、１０８８人となっています。

結成以来、毎年、自主的に初期消火や防災資機材の取扱などの各種訓練を実施されて

おり、昨年は少しでも実践に即した内容として避難訓練を計画されました。

この訓練は、災害が発生したとの想定で、実際に自宅から広域避難場所へ徒歩にて避

難する内容でありました。

今までは地図等による机上での訓練ではありましたが、避難場所への経路を実際に歩

くことにより、今まで気が付かなかった道中の危険と思われる箇所を確認できたことは

とても有意義であり、今後も実践に即した内容の訓練を実施していきたいとの意向であ

りました。

－２１－


